
 

179 

５ 

財
務
金
融
委
員
会

 

 

 

 

                          

 

 

 

 

 

 

 

衆・本会議   

趣旨説明 
 

 
 
 

 
  

 
 

 

 
 

 

 
 

  
 

 

 

 

 ５ 財務金融委員会

【第204回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 越智  隆雄君 自民

理 事 井林  辰憲君 自民      理 事 うえの賢一郎君 自民 

理 事 神田  憲次君 自民      理 事 鈴木  馨祐君 自民 

理 事 藤丸   敏君 自民      理 事 末松  義規君 立民 

理 事 日吉  雄太君 立民      理 事 太田  昌孝君 公明 

穴見  陽一君 自民          井野  俊郎君 自民 

井上  貴博君 自民          今枝 宗一郎君 自民 

鬼木   誠君 自民          加藤  鮎子君 自民 

勝俣  孝明君 自民          門山  宏哲君 自民 

小泉  龍司君 自民          田中  良生君 自民 

津島   淳君 自民          中山  展宏君 自民 

船橋  利実君 自民          古川  禎久君 自民 

本田  太郎君 自民          牧島 かれん君 自民 

宮澤  博行君 自民          山田  賢司君 自民 

山田  美樹君 自民          海江田 万里君 立民 

櫻井   周君 立民          階    猛君 立民 

野田  佳彦君 立民          長谷川 嘉一君 立民 

古本 伸一郎君 立民          斉藤  鉄夫君 公明 

清水  忠史君 共産          青山  雅幸君 維新 

前原  誠司君 国民          田野瀬 太道君  無  

欠員１ 

（2）議案審査 

付託された議案は、内閣提出法律案５件及び議員提出法律案１件（継続審査）で、審査

の概況は、次のとおりである。 

令和元年度歳入歳出の決算上の剰余金の処理の特例に関する法律案（内閣提出第３号）

○ 要旨

令和２年度第３次補正予算の編成に当たり、令和元年度の一般会計歳入歳出の決算上の

剰余金の２分の１を超える金額をその財源に充てるため、剰余金の処理の特例措置を定め

るもの 

○ 審査結果 

可決

○ 審査経過 

提出日

令和 

 3. 1.18

衆・委員会 

付託日

1.25

趣旨説明

1.26

質疑

1.26

議決日 
結 果 

1.26 

可決(多) 
(賛-自民・公明・維新・

国民) 

(反-立民・共産) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

1.26

可決

参・委員会

議決日
結 果

財政金融
1.28 
可決 

参・本会議 

議決日
結 果

1.28

可決

公布日 
番 号 

2. 3 

法４号
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財政運営に必要な財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律の一部を改正する法

律案（内閣提出第４号） 

○ 要旨 

最近における国の財政収支が著しく不均衡な状況にあることに鑑み、令和３年度から令

和７年度までの間の財政運営に必要な財源の確保を図るため、これらの年度における公債

発行の特例措置を定めるもの 

○ 参考人からの意見の聴取 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

     
 

 
  

 

 

 

 

 

 

  

令和 
 3. 1.18 

衆・本会議

趣旨説明 

2.19 

衆・委員会

付託日

2.19 

趣旨説明

 
 

 

 
 

 

 
  

2.19 

 

 

質疑 

2.19
2.22

2.24

議決日

結 果

3. 2 

可決(多) 
(賛-自民・公明・ 

田野瀬太道君) 

(反-立民・共産・維新・
国民) 

(附) 

衆・本会議

議決日

結 果

3. 2
可決

参・委員会

議決日

結 果

財政金融

3.26 
可決 
(附) 

参・本会議

議決日

結 果

3.26
可決

公布日

番 号

3.31 
法13号

所得税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第７号） 

（詳細は「第１－２(2) 税制関係」（22ページ）参照） 

○ 要旨 

ポストコロナに向けた経済構造の転換及び好循環の実現、家計の暮らしと民需の下支え

等の観点から、デジタルトランスフォーメーション及びカーボンニュートラルに向けた投

資を促進する措置の創設、住宅ローン控除制度の特例の延長等を行うもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

     
 
  

  
 

 
 

 
  

令和 
 3. 1.26 

衆・本会議

趣旨説明

2. 9 

衆・委員会

付託日

2. 9 

趣旨説明

 
 

 

 

 
  

2.16 

 

 

質疑 

2.24
2.26

3. 2

議決日
結 果

3. 2 
可決(多) 

(賛-自民・公明・維新・ 
田野瀬太道君) 

(反-立民・共産・国民) 

(附) 

衆・本会議

議決日 
結 果 

3. 2 
可決 

参・委員会

議決日
結 果

財政金融

3.26 
可決 
(附) 

参・本会議

議決日
結 果

3.26
可決

公布日
番 号

3.31 
法11号

関税定率法等の一部を改正する法律案（内閣提出第11号） 

○ 要旨 

最近における内外の経済情勢等に対応するため、暫定税率及び特恵関税制度等の適用期

限の延長、個別品目の関税率の見直し等を行うもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 
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○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議     
 

 趣旨説明 
 

 

 

  

令和 
 3. 1.29 

 

衆・委員会

付託日 

3. 4 

趣旨説明

 
 

 
 

 
 
  

3. 5 

 

 

質疑 

3.16

議決日 

結 果 

3.16 

可決(全) 
(賛-自民・立民・公明・

共産・維新・国民・

田野瀬太道君) 
(附) 

衆・本会議

議決日

結 果

3.18
可決

参・委員会

議決日 

結 果 

財政金融
3.30 
可決 

(附) 

参・本会議

議決日

結 果

3.31
可決

公布日

番 号

3.31 
法12号

新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して金融の機能の強化及

び安定の確保を図るための銀行法等の一部を改正する法律案（内閣提出第52号） 

○ 要旨 

新型コロナウイルス感染症等の影響による社会経済情勢の変化に対応して金融の機能の

強化及び安定の確保を図るため、銀行等の業務範囲規制等の緩和、海外投資家等向けの投

資運用業に係る届出制度の整備、事業の抜本的な見直しを行う地域銀行等に対する資金交

付制度の創設等を行うもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議    
 

 趣旨説明 
 

 
 
 

 
 

 
  

令和 

 3. 3. 5 
 

衆・委員会 

付託日

4.19 

趣旨説明

 
 

 

 

  

4.20 

 

 

質疑

4.23

議決日 
結 果 

4.23 
可決(多) 

(賛-自民・立民・公明・
維新・国民・ 
田野瀬太道君) 

(反-共産) 
(附) 

衆・本会議

議決日
結 果

4.27

可決

参・委員会

議決日
結 果

財政金融 
5.18 

可決 
(附) 

参・本会議

議決日
結 果

5.19

可決

公布日

番 号

5.26 

法46号

○ 要旨 

自動車が国民生活に重要な役割を果たしていることに鑑み、自動車に係る国民負担の軽

減及び道路交通の安全のために講ずべき措置を定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

(令和 
元. 6.18) 

 
 

衆・委員会 

付託日

3. 1.18 
  

衆・本会議 

議決日
結 果

6.16 
閉会中審査 

   
 

 

 

 

自動車に係る国民負担の軽減及び道路交通の安全のために講ずべき措置に関する法律案（古本

伸一郎君外２名提出、第198回国会衆法第29号） 
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（3）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う納税猶予の特例の継続の必要性 

・ 緊急事態宣言によって経済的損失を被る事業者への財政的な支援策について、均等

の一律な支援ではなく実質的な補償に近づけることが適切であるとの指摘に対する財

務大臣の見解 

・ 国際的な法人税の最低税率の導入への対応が我が国の法人税の体系に与える影響 

・ 令和３年３月末まで消費税の総額表示を要しないとする特例の延長要望に対する財

務大臣の見解 

・ 長短金利操作付き量的・質的金融緩和による金融政策の限界に対する日銀総裁の見

解と地域金融強化のための特別当座預金制度によって、日銀が地域金融機関の統合等

にインセンティブを付与する意義 

・ 気候変動問題における中央銀行の使命についての日銀総裁の認識 

・ 日本の国際金融センター構想実現への取組と金融市場育成に向けた政府の見解 

・ プライマリーバランス黒字化の実現に関する財務大臣の見解 

・ ミャンマーにおける軍事クーデターによる市民の虐殺をやめさせるためにＯＤＡ

（政府開発援助）などの投融資を一時的に停止するなどして国軍に強い圧力をかける

べきとの提案に対する政府の見解 

・ 近畿財務局の職員であった赤木俊夫氏が作成したとされるファイル（赤木ファイル）

を国会に提出すべきとの要請に対する財務大臣の見解 
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（4）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 

3. 1.26 
日本銀行総裁 黒田 東彦君 

令和元年度歳入歳出の決算上の剰余

金の処理の特例に関する法律案（内

閣提出） 

2.16 

日本銀行総裁 黒田 東彦君 

日本銀行企画局長 清水 誠一君 

独立行政法人国際協力機構理事 山中 晋一君 

財政及び金融に関する件 

2.22 

ＳＭＢＣ日興証券株式会社金融経済調査

部部長金融財政アナリスト 
末澤 豪謙君 

明治大学商学部教授 水野 勝之君 

群馬大学名誉教授 山田 博文君 

2.24 

日本銀行総裁 黒田 東彦君 

財政運営に必要な財源の確保を図る

ための公債の発行の特例に関する法

律の一部を改正する法律案（内閣提

出） 

日本銀行総裁 黒田 東彦君 

日本銀行企画局長 清水 誠一君 

2.26 
日本銀行総裁 黒田 東彦君 

日本銀行企画局長 清水 誠一君 

所得税法等の一部を改正する法律案

（内閣提出） 

3. 5 

日本銀行総裁 黒田 東彦君 

日本銀行理事 吉岡 伸泰君 

日本銀行理事 内田 眞一君 

日本銀行金融機構局長 正木 一博君 

金融に関する件（通貨及び金融の調

節に関する報告書） 

4.16 日本銀行総裁 黒田 東彦君 

 
4.20 

日本銀行総裁 黒田 東彦君 

独立行政法人国際協力機構理事 山中 晋一君 

独立行政法人国際協力機構理事 横山  正君 

株式会社海外交通・都市開発事業支援機

構代表取締役社長 
武貞 達彦君 

財政及び金融に関する件

4.23 

日本銀行総裁 黒田 東彦君 

日本銀行企画局長 清水 誠一君 

 

 

  

新型コロナウイルス感染症等の影響

による社会経済情勢の変化に対応し

て金融の機能の強化及び安定の確保

を図るための銀行法等の一部を改正

する法律案（内閣提出） 
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衆・本会議  衆・本会議 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
 

質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

 
 

      
 

 

  

【第205回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 越智  隆雄君 自民 

理 事 井林  辰憲君 自民      理 事 神田  憲次君 自民 

理 事 鈴木  馨祐君 自民      理 事 藤丸   敏君 自民 

理 事 末松  義規君 立民      理 事 日吉  雄太君 立民 

理 事 太田  昌孝君 公明 

穴見  陽一君 自民          井野  俊郎君 自民 

井上  貴博君 自民          今枝 宗一郎君 自民 

勝俣  孝明君 自民          門山  宏哲君 自民 

木原   稔君 自民          小泉  龍司君 自民 

高村  正大君 自民          坂井   学君 自民 

繁本   護君 自民          田中  良生君 自民 

武井  俊輔君 自民          藤井 比早之君 自民 

船橋  利実君 自民          松本  洋平君 自民 

宮澤  博行君 自民          盛山  正仁君 自民 

山田  賢司君 自民          山田  美樹君 自民 

海江田 万里君 立民          櫻井   周君 立民 

階    猛君 立民          野田  佳彦君 立民 

長谷川 嘉一君 立民          古本 伸一郎君 立民 

赤羽  一嘉君 公明          清水  忠史君 共産 

青山  雅幸君 維新          前原  誠司君 国民 

田野瀬 太道君  無  

欠員１

（2）議案審査

付託された議案は、議員提出法律案１件（継続審査）で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

自動車に係る国民負担の軽減及び道路交通の安全のために講ずべき措置に関する法律案（古本

伸一郎君外２名提出、第198回国会衆法第29号） 

○ 要旨 

（第204回国会参照） 

○ 審査結果

（解散のため本院において審査未了） 

○ 審査経過 

提出日

(令和 
元. 6.18) 

衆・委員会

付託日

 3.10. 4

議決日 
結 果 

（審査未了）
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【第206回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 薗浦 健太郎君 自民

理 事 井林  辰憲君 自民      理 事 越智  隆雄君 自民 

理 事 神田  憲次君 自民      理 事 藤丸   敏君 自民 

理 事 末松  義規君 立民      理 事 野田  佳彦君 立民 

理 事 吉田  豊史君 維新      理 事 田  秀穂君 公明 

井野  俊郎君 自民          井上  貴博君 自民 

今枝 宗一郎君 自民          勝俣  孝明君 自民 

門山  宏哲君 自民          木原   稔君 自民 

小泉  龍司君 自民          高村  正大君 自民 

坂井   学君 自民          田中  良生君 自民 

田野瀬 太道君 自民          武井  俊輔君 自民 

藤井 比早之君 自民          藤原   崇君 自民 

松本  洋平君 自民          宮澤  博行君 自民 

山田  賢司君 自民          山田  美樹君 自民 

小山  展弘君 立民          神津 たけし君 立民 

坂本 祐之輔君 立民          櫻井   周君 立民 

階    猛君 立民          馬淵  澄夫君 立民 

赤木  正幸君 維新          沢田   良君 維新 

藤巻  健太君 維新          竹内   譲君 公明 

中川  宏昌君 公明          前原  誠司君 国民 

田村  貴昭君 共産 

（2）議案審査 

付託された議案はなかった。 
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衆・本会議  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

 
 

 
     

 

 

 

 

 

 

 

【第207回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 薗浦 健太郎君 自民 

理 事 井林  辰憲君 自民      理 事 越智  隆雄君 自民 

理 事 中西  健治君 自民      理 事 藤丸   敏君 自民 

理 事 稲富  修二君 立民      理 事 末松  義規君 立民 

理 事 吉田  豊史君 維新      理 事 田  秀穂君 公明 

井上  貴博君 自民          石井   拓君 自民 

石原  正敬君 自民          門山  宏哲君 自民 

神田  憲次君 自民          神田  潤一君 自民 

小泉  龍司君 自民          高村  正大君 自民 

塩崎  彰久君 自民          鈴木  隼人君 自民 

田野瀬 太道君 自民          中川  貴元君 自民 

藤原   崇君 自民          三ッ林 裕巳君 自民 

八木  哲也君 自民          山田  美樹君 自民 

若林  健太君 自民          鷲尾 英一郎君 自民 

江田  憲司君 立民          櫻井   周君 立民 

下   みつ君 立民          中川  正春君 立民 

野田  佳彦君 立民          伴野   豊君 立民 

赤木  正幸君 維新          沢田   良君 維新 

藤巻  健太君 維新          竹内   譲君 公明 

中川  宏昌君 公明          岸本  周平君 国民 

田村  貴昭君 共産 

（2）議案審査 

付託された議案は、議員提出法律案３件で、審査の概況は、次のとおりである。

揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るための東日本大震災の被災者等に係る

国税関係法律の臨時特例に関する法律及び地方税法の一部を改正する等の法律案（足立康史君外

２名提出、衆法第２号） 

○ 要旨

揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るため、揮発油価格高騰時におけ

る揮発油税等の税率の特例規定の適用停止措置を適用することができるようにする（適用

停止措置を停止している規定の削除）等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果

継続審査

○ 審査経過

提出日

令和 
 3.12. 6

衆・委員会 

付託日 

12.20

衆・本会議

議決日
結 果

12.21 
閉会中審査 
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現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るための揮発油税等に関する法律

の臨時特例等に関する法律案（末松義規君外７名提出、衆法第３号） 

○ 要旨 

現下の揮発油等の価格の高騰から国民生活及び国民経済を守るため、揮発油価格高騰時

における揮発油税等の税率の特例規定の適用停止措置を適用することができるようにする

（適用停止措置を停止している規定の停止）等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

令和 
 3.12. 7 

 

衆・委員会 

付託日 

12.20 
  

衆・本会議

議決日 
結 果 

12.21 
閉会中審査 

   
 

 

 

新型コロナウイルス感染症等による経済活動への影響に対する当面の対策として消費税の税率

を引き下げる等のために講ずべき措置に関する法律案（足立康史君外４名提出、衆法第６号） 

○ 要旨 

新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置により経済活動が著しく停

滞していることに鑑み、新型コロナウイルス感染症に係る事態の収束後における経済状況

等を好転させるための当面の対策として消費税の税率を引き下げる等のために講ずべき措

置について定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆・本会議   参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 趣旨説明 

令和 
 3.12.10 

 

衆・委員会

付託日

12.20 
  

衆・本会議

議決日 
結 果 

12.21 
閉会中審査 

   
 

 

 




